
（様式１）

第８期介護保険事業計画「取組と目標」（自立支援、介護予防、重度化防止）の報告シート（令和5年度分）

※「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（平成３０年７月３０日厚生労働省老健局介護保険計画課）」の自己評価シートをもとに作成

区分 現状と課題 第８期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
実施内容 自己評価 課題と対応策

渋川市
地域包括支援センター・地域
ケア会議

・積極的に地域に出向き実態把握
に努め、会議や研修会などで事業
説明や周知活動を行っています。
個別のケース検討、地域の課題解
決を検討する会議（地域ケア会
議）を開催し、庁内の関係部署は
じめ、社会福祉協議会、医療機関
等との連携強化を図っています。
市全体への周知が課題となってい
ます。
・個別支援内容を検討する地域ケ
ア会議では、平成29年度からは、
高齢者の自立を支援するため、モ
デル事業として介護予防普及展開
事業による地域ケア会議を開始し
ています。高齢者の自立支援に向
けて、多職種の協働によるケアプ
ランへの専門的な助言指体制づく
りが課題です。

・より地域に密着した相談業務
を行うため、日常生活８圏域に
それぞれ地域包括支援セン
ターを設置し、周知及び機能
強化を図ります。
・高齢者の自立支援に向け、
各包括において地域ケア会議
を行い、地域課題や個別課題
の把握等に努めます。

・市広報等、地域の集まり等での周知を積極的
に行い、センター活動のさらなる周知に努めま
す。
・地域ケア会議は、個別課題のほか、地域包
括支援センター各圏域単位での地域課題の把
握等に努め、地域の社会資源開発や事業展開
につなげていきます。 ・高齢者の集まる地域活動に参加し、周

知・情報収集を行った。
・回覧や広報、ホームページの活用により
周知や啓発を行った。
・地域ケア会議を自治会や民生委員、警
察やその他関係機関などと行い、地域情
報を共有し地区課題の把握や連携の強化
に努めた。

達成できた

・周知や情報収集は実施できているが、
引き続き地域へ出向き相談しやすい体制
と確保する。
・地域ケア会議は圏域会議か未実施の地
区があり、全地区実施できるように推進し
ていく。

渋川市 在宅医療・介護連携

地域の医療機関と介護サービス事
業所の情報をホームページに掲載
しています。今後、限られた社会
資源を活用し、切れ目のない在宅
医療と介護の提供体制を構築する
ことが課題です。

・退院調整ルールを策定し、医
療と介護の連携推進に努めま
す。
・多職種の連携を推進するた
め、事例検討会議を開催しま
す。
・事業の普及啓発に努めま
す。

在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の
検討を行います。また、切れ目のない在宅医
療と介護の提供体制の構築を推進します。 ・定期的な会議等により、多職種間の連携

と情報共有を図った。
・研修会、講演会、イベントなどの開催に
より事業の普及啓発を行った。
・退院調整ルールは策定でき運用できた。

概ね達成できた

・講演の研修など予定通り実施tできた。
・施設入所者からの救急搬送の際の情報
提供にバラつきがあることが課題のため
共有シートの作成を行った。

渋川市 認知症総合支援

認知症の人やその家族が状況に応
じて必要な医療や介護等のサービ
スが受けられるよう、関係機関と
の連携や早期発見・治療への支援
を行うとともに、必要に応じて、
認知症初期集中支援チームが支援
を行います。市民や団体を対象と
した認知症サポーター養成講座な
どを行うとともに、認知症あんし
んガイド（渋川市認知症ケアパ
ス）の活用により認知症の理解を
促しています。介護サービス基盤
強化のため、行政・医療・介護
サービス事業所等で認知症患者を
支える地域づくりが課題です。

・認知症に対する正しい知識と
理解促進のため、広報やイベ
ント等による普及啓発を推進し
ます。また、事業者や認知症
サポーター等が認知症を地域
で見守るネットワークの充実に
努めます。
・認知症初期集中支援チー
ム、認知症支援推進員の設置
等により、相談業務や早期の
サポート体制を構築するととも
に、認知症に対する理解及び
普及を図ります。

・認知症に対する理解促進と地域の見守り充
実に努めます。
・関係機関等の連携を強化し、地域における支
援体制構築と認知症ケアの向上を図っていき
ます。

・認知症に関する正しい知識の普及のた
めケアパスの回覧や広報による周知・イベ
ントを行った。
・認知症養成講座は回数を増やし参加の
機会を増やすことで受講者数を増やした。
小学校向け講座は全校で実施することが
できた。
・認知症カフェの運営に参画し本人や家族
の支援に繋げた。

達成できた

・認知症に関する理解の促進は今後も引
き続き行い、事業についての周知や充実
も必要と考える。
・「チームオレンジ」の創設に向け、準備を
進めていく。引き続き認知症サポーターを
養成し、さらなる活動に繋がるよう支援し
ていく。
・認知症カフェと連携し本人や家族の声を
聞き施策に活かしていく。

渋川市 介護予防・日常生活支援

訪問型サービスC

保健師・リハビリ職等による訪問
指導事業。対象者を適切な時期に
広く把握するため、関係機関への
周知を行っていますが、対象者把
握の難しさ、手続きの煩雑さがあ
り、利用者の拡大が課題です。

リハビリ専門職との連携による
訪問指導を実施します。
早期に事業対象者を本事業に
つなげられるよう対象者把握
や関係機関と連携し進めてい
きます。

訪問事業利用者数（実人数）
年度　　　　（R3）（R4）（R5）
利用者数　　*14　*0　 *0　
*は実績値　他は目標値

・地域包括支援センター、ケアマネ、自立
支援型地域会議にて周知を行ったが、相
談及び利用に至るケースがなかった。

未達成

・適切な対象者を事業につなげることが難
しい。また、事業対象者のため、訪問決定
までの手続きが多く利用しにくいことが課
題。対象者の把握方法や、一部を他の事
業で実施するなど対象者の状況により事
業を実施する。

渋川市 介護予防・日常生活支援

通所型サービスC

認知機能が低下している者を対象
に脳活性化訓練を行い認知症を予
防する事業です。会場に自力で通
えない人への対応、対象者者の把
握が課題となっています。

他事業や他部署との連携によ
り対象者把握を充実させ、終
了後も認知機能が維持できる
体制の整備に努めます。

延べ参加者数
年度　　　　　　　　（R3）（R4）（R5）　
参加延べ人数　　*200　200　210
*は実績値　他は目標値 R3で終了（一般介護予防事業へ再編）

渋川市 介護予防・日常生活支援

介護予防普及・啓発事業

各種介護予防教室（筋力向上教
室・認知機能低下予防教室・複合
型介護予防教室）、講演会等を実
施します。事業実施と感染症対
策、参加者の固定化、終了後の受
け皿整備が課題です。

介護予防の普及・啓発を行っ
ていけるよう、介護予防サポー
ターや委託事業所と協働し、魅
力ある教室運営を行っていき
ます。
閉じこもりや生活不活発による
要支援・要介護認定者を増や
さないためにも、講演会による
介護予防の知識の普及・啓発
を行います。

高齢者筋力向上教室参加者数
年度　　　　　　　　（R3）　（R4）　（R5）　
参加延べ人数　　*391　*842　 *1,160

複合型介護予防教室   　人数は通所型
年度　　　　　　　　　（R3）　　（R4）　　（R5）　
参加延べ人数　　*1,220　 *1,840　　*2,304

介護予防講演会　
年度   　　　　　　（R3）　　（R4）　　（R5）　
参加者数　　　　　*67　　　*86　　 *213
*は実績値　他は目標値

高齢者筋力向上教室
13会場、各6回、78回実施。
複合型介護予防教室
各22回、9クール実施
介護予防講演会
1回
認知機能維持教室
1会場、12回実施
脳活体験会
3会場、4回実施
脳活トレーニング教室
2会場、17回実施

概ね達成できた

・参加者数が感染症以前に改善しつつあ
る。地域に合わせた周知方法や内容を検
討していく。
・介護予防に関心のない人へのアプロー
チや参加者の固定化、ICT活用のきっか
けづくりとして、新規事業を実施した。

渋川市 介護予防・日常生活支援

地域介護予防活動支援事業

住民の自主的な介護予防活動推進
のため、介護予防に関するボラン
ティアの養成・育成及び、介護予
防に資する地域活動組織の育成・
支援を実施。また、ボランティア
本人の生きがいづくり・社会参加
のための有償ボランティア制度を
実施します。
活動が多様化する中、地域での連
携および、運営者不足等の活動・
参加者の減少が課題です。

地域での介護予防を推進する
ため、介護予防に関するボラ
ンティアの養成及び、ボラン
ティア同士の連携強化のため
の研修を実施します。
継続支援のための相談等を必
要時に実施しています。

介護予防サポーター登録数
年度　　（R3）　（R4）　（R5）　
人数　　*222　 *226  *231

介護予防活動促進補助事業対象団体の参加
者数
年度　　　　　　　　（R3）　　　（R4）　　　（R5）　　　　　　
参加延べ人数　*20,035　　*21,200　　*23,764

介護予防ボランティアポイント登録者数
年度　　　　（R3）　（R4）　（R5）　　　　　　
登録人数　*142   *148　 *153
*は実績値　他は目標値

・サポーター養成は定員には満たなかった
が、研修などの育成内容を工夫し、登録
者数を増やすことができた。
・ボランティアポイントは登録者はやや増
加した。登録者のアンケートを実施、ポイ
ント転換の方法の追加を周知し、更なる活
動意欲の向上につなげた。 達成できた

・登録者が継続して活動していけるよう、
より細やかな支援が必要である。
・介護予防活動促進補助事業対象団体
の登録数が減少しており、地域における
介護予防活動やサロン活動の理解を促
進していく必要がある。

渋川市 介護予防・日常生活支援

介護予防対象者把握事業

要介護状態となることを予防する
ために、早期に虚弱高齢者を把握
し、介護予防活動の参加に繋げて
います。
地域の集まりの場での把握は未参
加者が把握できず、把握方法の工
夫や地域の関係機関との連携強化
が課題です。

地域の集まりの場に出向いて
基本チェックリスト等で虚弱高
齢者の把握に努めます。
高齢者の保健事業と介護予防
の一体的実施事業と連携し、
後期高齢者健康診査質問票
やデータを活用しながら効果
的な把握を行います。

地域の集まりの場における基本チェックリスト
実施者数
年度　　　　　　　　（R3）　（R4）　（R5）　
参加延べ人数　　*194　 *167　*251
*は実績値　他は目標値

・地域の集まりの場へ出向き基本チェック
リストを実施し、虚弱高齢者の把握を実
施。
　16回　延べ251人に実施。
（会場によっては、オーラルフレイルチェッ
クや体力測定等と同時実施）
・後期高齢者健康診査会場におけるフレ
イルチェックの実施。
　6回　191人に実施。

達成できた

・通いの場に合わせた把握方法（体力測
定等と同時に実施など）を行う。
・通いの場につながっていない高齢者の
把握の一つとして、高齢者の保健事業と
介護予防の一体的実施事業の個別支援
と連携し、健康状態不明者の把握を行う。

渋川市 生活支援体制の整備

第2層（渋川・金島・古巻・豊
秋・伊香保・小野上・子持・赤
城・北橘の9地域）と第2層協議体
の代表者等を含めた第1層（市全
体）の協議体による地域課題の整
理、社会資源開発が課題です。

9つの地域に第2層協議体を設
置し、困りごとなどの身近な課
題の共有や解決に向けた協議
を行います。また、各圏域の地
域包括支援センターやボラン
ティア団体等と連携し、地域課
題の把握整理、社会資源開発

市全体及び地域の協議体において課題整理
等の協議を重ね、社会資源を把握し、地域に
必要な仕組みづくり推進します。

・第１層協議体は第２層協議体活動にお
ける課題把握と情報共有を図った。また、
問題解決に向ける研修の場を設けた。
・第２層協議体は高齢者の見守り活動や
居場所づくりなど社会資源の開発ができ
た地区があった。

概ね達成できた

・地区により構成員の欠席が多く協議が
すすまなかったり、会議が開催できない地
区がある。
・地区のキーマンとの繋がりづくりや情報
共有、他機関との連携を強化していく。

渋川市 その他

高齢者の保健事業と介護予防の一
体的実施

後期高齢者の保健事業と介護予防
を効果的・効率的に進めるため、
データを活用し、健康課題の分析
を行ったうえで個別支援と通いの
場への支援を行っています。
令和2年度から開始しており、効
果的な実施方法を模索しながら実
施しています。

庁内関係課及び地域の医療
専門職と連携しながら、事業の
実施と評価を行い、事業実施
上の成功要因や課題等を明ら
かにして、効果的かつ効率的
な事業展開を行っていきます。

ハイリスクアプローチ（個別支援）実施人数
年度　　　　　　（R3）　（R4）　（R5）
実施実人数　　*28　　*30　　*20
*は実績値　他は目標値

・後期高齢者に対するハイリスクアプロー
チ
　健康状態が不明な高齢者の状態把握
・通いの場等における健康教育、健康相
談等
・事業推進のための庁内関係課との検討
会及び、地域の医療専門職との検討会の
実施。

概ね達成できた

・ハイリスクアプローチは健康状態不明者
のみを実施し、80歳代ではオーラルフレイ
ルリスクの高い人が多く、歯科衛生士等と
の訪問を検討する。
・ポピュレーションアプローチは評価を行
いやすくするため実施内容を統一して実
施したが、団体の特性が異なることもあり
評価が難しかった。専門職と連携し、内容
等も検討していきたい。

渋川市
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